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◎ 水質汚濁防止法

（昭和四十五年十二月二十五日法律第百三十八号）（抜粋）

（目的）

第一条 この法律は、工場及び事業場から公共用水域に排出される水の排出及び地下に浸透する水の浸透

を規制するとともに、生活排水対策の実施を推進すること等によつて、公共用水域及び地下水の水質の汚

濁（水質以外の水の状態が悪化することを含む。以下同じ。）の防止を図り、もつて国民の健康を保護すると

ともに生活環境を保全し、並びに工場及び事業場から排出される汚水及び廃液に関して人の健康に係る

被害が生じた場合における事業者の損害賠償の責任について定めることにより、被害者の保護を図ることを

目的とする。

（排水基準）

第三条 排水基準は、排出水の汚染状態（熱によるものを含む。以下同じ。）について、環境省令で定める。

２ 前項の排水基準は、有害物質による汚染状態にあつては、排出水に含まれる有害物質の量について、有

害物質の種類ごとに定める許容限度とし、その他の汚染状態にあつては、前条第二項第二号に規定する

項目について、項目ごとに定める許容限度とする。

３ 都道府県は、当該都道府県の区域に属する公共用水域のうちに、その自然的、社会的条件から判断し

て、第一項の排水基準によつては人の健康を保護し、又は生活環境を保全することが十分でないと認めら

れる区域があるときは、その区域に排出される排出水の汚染状態について、政令で定める基準に従い、条

例で、同項の排水基準にかえて適用すべき同項の排水基準で定める許容限度よりきびしい許容限度を定

める排水基準を定めることができる。

４ 前項の条例においては、あわせて当該区域の範囲を明らかにしなければならない。

５ 都道府県が第三項の規定により排水基準を定める場合には、当該都道府県知事は、あらかじめ、環境大

臣及び関係都道府県知事に通知しなければならない。

（総量削減基本方針）

第四条の二 環境大臣は、人口及び産業の集中等により、生活又は事業活動に伴い排出された水が大量に

流入する広域の公共用水域（ほとんど陸岸で囲まれている海域に限る。）であり、かつ、第三条第一項又は

第三項の排水基準のみによつては環境基本法 （平成五年法律第九十一号）第十六条第一項 の規定によ

る水質の汚濁に係る環境上の条件についての基準（以下「水質環境基準」という。）の確保が困難であると

認められる水域であつて、第二条第二項第二号に規定する項目のうち化学的酸素要求量その他の政令で

定める項目（以下「指定項目」という。）ごとに政令で定めるもの（以下「指定水域」という。）における指定項

目に係る水質の汚濁の防止を図るため、指定水域の水質の汚濁に関係のある地域として指定水域ごとに政

令で定める地域（以下「指定地域」という。）について、指定項目で表示した汚濁負荷量（以下単に「汚濁負

荷量」という。）の総量の削減に関する基本方針（以下「総量削減基本方針」という。）を定めるものとする。

２ 総量削減基本方針においては、削減の目標、目標年度その他汚濁負荷量の総量の削減に関する基本的

な事項を定めるものとする。この場合において、削減の目標に関しては、当該指定水域について、当該指

定項目に係る水質環境基準を確保することを目途とし、第一号に掲げる総量が目標年度において第二号

に掲げる総量となるように第三号の削減目標量を定めるものとする。

一 当該指定水域に流入する水の汚濁負荷量の総量

二 前号に掲げる総量につき、政令で定めるところにより、当該指定地域における人口及び産業の動向、汚



水又は廃液の処理の技術の水準、下水道の整備の見通し等を勘案し、実施可能な限度において削減を図

ることとした場合における総量

三 当該指定地域において公共用水域に排出される水の汚濁負荷量についての発生源別及び都道府県別

の削減目標量（中間目標としての削減目標量を定める場合にあつては、その削減目標量を含む。）

３ 環境大臣は、第一項の水域を定める政令又は同項の地域を定める政令の制定又は改廃の立案をしようと

するときは、関係都道府県知事の意見を聴かなければならない。

４ 環境大臣は、総量削減基本方針を定め、又は変更しようとするときは、関係都道府県知事の意見を聴くと

ともに、公害対策会議の議を経なければならない。

５ 環境大臣は、総量削減基本方針を定め、又は変更したときは、これを関係都道府県知事に通知するもの

とする。

（総量削減計画）

第四条の三 都道府県知事は、指定地域にあつては、総量削減基本方針に基づき、前条第二項第三号の

削減目標量を達成するための計画（以下「総量削減計画」という。）を定めなければならない。

２ 総量削減計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

一 発生源別の汚濁負荷量の削減目標量

二 前号の削減目標量の達成の方途

三 その他汚濁負荷量の総量の削減に関し必要な事項

３ 都道府県知事は、総量削減計画を定めようとするときは、関係市町村長の意見を聴くとともに、環境大臣

に協議しなければならない。

４ 環境大臣は、前項の協議を受けたときは、公害対策会議の意見を聴かなければならない。

５ 都道府県知事は、総量削減計画を定めたときは、その内容を公表するよう努めなければならない。

６ 前三項の規定は、総量削減計画の変更について準用する。

（総量削減計画の達成の推進）

第四条の四 国及び地方公共団体は、総量削減計画の達成に必要な措置を講ずるように努めるものとする。

（総量規制基準）

第四条の五 都道府県知事は、指定地域にあつては、指定地域内の特定事業場で環境省令で定める規模

以上のもの（以下「指定地域内事業場」という。）から排出される排出水の汚濁負荷量について、総量削減

計画に基づき、環境省令で定めるところにより、総量規制基準を定めなければならない。

２ 都道府県知事は、新たに特定施設が設置された指定地域内事業場（工場又は事業場で、特定施設の設

置又は構造等の変更により新たに指定地域内事業場となつたものを含む。）及び新たに設置された指定地

域内事業場について、総量削減計画に基づき、環境省令で定めるところにより、それぞれ前項の総量規制

基準に代えて適用すべき特別の総量規制基準を定めることができる。

３ 第一項又は前項の総量規制基準は、指定地域内事業場につき当該指定地域内事業場から排出される排

出水の汚濁負荷量について定める許容限度とする。

４ 都道府県知事は、第一項又は第二項の総量規制基準を定めるときは、公示しなければならない。これを

変更し、又は廃止するときも、同様とする。

（総量規制基準の遵守義務）



第十二条の二 指定地域内事業場の設置者は、当該指定地域内事業場に係る総量規制基準を遵守しなけ

ればならない。

（指導等）

第十三条の四 都道府県知事は、指定地域内事業場から排出水を排出する者以外の者であって指定地域

において公共用水域に汚水、廃液その他の汚濁負荷量の増加の原因となる物を排出するものに対し、総

量削減計画を達成するために必要な指導、助言及び勧告をすることができる。

（排出水の汚染状態の測定等）

第十四条 排出水を排出し、又は特定地下浸透水を浸透させる者は、環境省令で定めるところにより、当該

排出水又は特定地下浸透水の汚染状態を測定し、その結果を記録し、これを保存しなければならない。

２ 総量規制基準が適用されている指定地域内事業場から排出水を排出する者は、環境省令で定めるところ

により、当該排出水の汚濁負荷量を測定し、その結果を記録し、これを保存しなければならない。

３ 前項の指定地域内事業場の設置者は、あらかじめ、環境省令で定めるところにより、汚濁負荷量の測定手

法を都道府県知事に届け出なければならない。届出に係る測定手法を変更するときも、同様とする。

４ 排出水を排出する者は、当該公共用水域の水質の汚濁の状況を考慮して、当該特定事業場の排水口の

位置その他の排出水の排出の方法を適切にしなければならない。

（都道府県の審議会その他の合議制の機関の調査審議等）

第二十一条 都道府県の区域に属する公共用水域及び当該区域にある地下水の水質の汚濁の防止に関す

る重要事項については、環境基本法第四十三条 の規定により置かれる審議会その他の合議制の機関が、

都道府県知事の諮問に応じ調査審議し、又は都道府県知事に意見を述べることができるものとする。

２ 前項の場合においては、政令で定める基準に従い、環境基本法第四十三条第二項 の条例において、前

項の事務を行うのに必要な同項の審議会その他の合議制の機関の組織及び運営に関する特別の定めを

するものとする。

（罰則）

第三十条 第八条、第八条の二、第十三条第一項若しくは第三項、第十三条の二第一項、第十三条の三第

一項又は第十四条の三第一項若しくは第二項の規定による命令に違反した者は、一年以下の懲役又は百

万円以下の罰金に処する。



◎ 水質汚濁防止法施行令

（昭和四十六年六月十七日政令第百八十八号）

（指定項目、指定水域及び指定地域）

第四条の二 法第四条の二第一項の政令で定める項目は、次の表の上欄に掲げるとおりとし、同項の政令で

定める水域は、当該項目ごとにそれぞれ同表の中欄に掲げるとおりとし、同項の政令で定める地域は、当該

水域ごとにそれぞれ同表の下欄に掲げるとおりとする。

窒素又は 和歌山県紀伊日ノ御埼灯台から徳島県伊島及び前島を経て 別表第二

りんの 蒲生田岬まで引いた線、愛媛県高茂埼から大分県鶴御埼ま 第三号に

含有量 で引いた線、山口県特牛灯台から同県角島通瀬埼まで引い 掲 げる 区

た線、同埼から福岡県妙見埼灯台まで引いた線並びに陸岸 域

により囲まれた海域

別表第二（第四条の二関係）

三イ 京都府の区域のうち、京都市（左京区（大原（小出石町、百井町、大見町及び尾越町に限る。）及び久多

に限る。）及び伏見区醍醐（一ノ切町、二ノ切町及び三ノ切に限る。）を除く。）、宇治市（二尾（蛸ヶ谷、天狗

岩、長瀬及び蜷子谷に限る。）、東笠取（稲出、梅谷、大平、四ノ谷、蛇ノ畑、谷ノ奥、中島、中畑、中山、平

出、別所出及び水釜に限る。）及び西笠取（赤坂、下荘川東、白土、大徳、中島及び仁南郷に限る。）を除

く。）、亀岡市、城陽市、向日市、長岡京市、八幡市、京田辺市、乙訓郡、久世郡、綴喜郡井手町、同郡宇治

田原町（大字禅定寺（字高尾、字吹上、字釜谷、字大小高月及び字大田原に限る。）及び大字奥山田を除

く。）、相楽郡、北桑田郡京北町（大字上弓削字八丁山を除く。）、船井郡園部町、同郡八木町及び同郡日吉

町（字胡麻、字上胡麻及び字畑郷を除く。）の区域



◎ 瀬戸内海環境保全特別措置法

（昭和四十八年十月二日法律第百十号）（抜粋）

（目的）

第一条 この法律は、瀬戸内海の環境の保全に関する基本理念を定め、及び瀬戸内海の環境の保全上有

効な施策の実施を推進するための瀬戸内海の環境の保全に関する計画の策定等に関し必要な事項を定め

るとともに、特定施設の設置の規制、富栄養化による被害の発生の防止、自然海浜の保全、環境保全のため

の事業の促進等に関し特別の措置を講ずることにより、瀬戸内海の環境の保全を図ることを目的とする。

（定義）

第二条 この法律において「瀬戸内海」とは、次に掲げる直線及び陸岸によつて囲まれた海面並びにこれに

隣接する海面であつて政令で定めるものをいう。

一 和歌山県紀伊日ノ御埼灯台から徳島県伊島及び前島を経て蒲生田岬灯台に至る直線

二 愛媛県佐田岬灯台から大分県関埼灯台に至る直線

三 山口県火ノ山下潮流信号所から福岡県門司埼灯台に至る直線

２ この法律において「関係府県」とは、大阪府、兵庫県、和歌山県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川

県、愛媛県、福岡県及び大分県並びに瀬戸内海の環境の保全に関係があるその他の府県で政令で定める

ものをいう。

３ この法律において「関係府県知事」とは、関係府県の知事をいう。

（特定施設の設置の許可）

第五条 関係府県の区域（政令で定める区域を除く。）において工場又は事業場から公共用水域（水質汚濁

防止法 （昭和四十五年法律第百三十八号）第二条第一項 に規定する公共用水域をいう。以下同じ。）に

水を排出する者は、特定施設（同条第二項 に規定する特定施設又はダイオキシン類対策特別措置法 （平

成十一年法律第百五号）第十二条第一項第六号 に規定する水質基準対象施設をいい、水質汚濁防止法

第二条第二項 に規定する特定施設又はダイオキシン類対策特別措置法第十二条第一項第六号 に規定

する水質基準対象施設を設置する工場又は事業場から公共用水域に排出される水（以下「排出水」という。）

の一日当たりの最大量が五十立方メートル未満である場合における当該特定施設その他政令で定めるもの

を除く。以下同じ。）を設置しようとするときは、環境省令で定めるところにより、府県知事の許可を受けなけれ

ばならない。

（汚濁負荷量の総量の削減）

第十二条の三 環境大臣は、瀬戸内海における化学的酸素要求量に係る水質の汚濁の防止を図るため、第

五条第一項に規定する区域について、化学的酸素要求量で表示した汚濁負荷量の総量の削減に関する水

質汚濁防止法第四条の二第一項 の総量削減基本方針を定めるものとする。

２ 前項の総量削減基本方針及びこれに基づく汚濁負荷量の総量の削減に関する水質汚濁防止法 の規定

の適用については、同法 の規定中「汚濁負荷量」とあるのは「化学的酸素要求量で表示した汚濁負荷量」

と、「指定水域」とあるのは「瀬戸内海環境保全特別措置法第二条第一項に規定する瀬戸内海」と、「指定項

目」とあるのは「化学的酸素要求量」と、「指定地域」とあるのは「瀬戸内海環境保全特別措置法第五条第一

項に規定する区域」とする。


